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「介護認定審査会の運営について」の一部改正について 

 

 

介護認定審査会の具体的な運営については、これまで「介護認定審査会の運営について」

（平成 21年９月 30日老発 0930第６号厚生労働省老健局長通知）により取り扱われていた

ところであるが、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の

整備等に関する法律（平成 26 年法律第 83 号）による介護保険法改正等に伴い、別添のと

おり見直しを行い、平成 27 年４月１日より適用することとしたので通知する。 

当該内容について御了知の上、貴管内市区町村にその周知徹底を図るとともに、介護認

定審査会の運用について遺漏なきを期せられたい。 

なお、当該見直しによって、状態の維持・改善の可能性にかかる審査判定の取扱いに変

更は無いことを申し添える。 
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（別添）
○ 介護認定審査会の運営について（平成21年老発0930第6号） （抄）

（変更点は下線部）

現 行 改 正 案

１～３ （略） １～３ （略）

４ 認定審査会開催の手順 ４ 認定審査会開催の手順

1) （略） 1) （略）

2) 審査及び判定の手順(別紙３による) 2) 審査及び判定の手順(別紙３による)

⑴･⑵ （略） ⑴･⑵ （略）

⑶ 状態の維持・改善可能性にかかる審査判定 ⑶ 状態の維持・改善可能性にかかる審査判定

介護の手間に係る審査判定において要介護認定等基準時間が32 介護の手間に係る審査判定において要介護認定等基準時間が32

分以上50分未満である状態(当該状態に相当すると認められないも 分以上50分未満である状態(当該状態に相当すると認められないも

のを除く。)又はこれに相当すると認められる状態と判定した場合 のを除く。)又はこれに相当すると認められる状態と判定した場合

には、認定審査会資料に示された「認知機能・状態の安定性の評 には、認定審査会資料に示された「認知機能・状態の安定性の評

価結果」を原案として、特記事項及び主治医意見書の内容を加味 価結果」を原案として、特記事項及び主治医意見書の内容を加味

した上で、別紙５の「予防給付の適切な利用」が見込まれない状 した上で、別紙５の「予防給付等の適切な利用」が見込まれない

態像について」を参照して、状態の維持・改善可能性に係る審査 状態像について」を参照して、状態の維持・改善可能性に係る審

判定を行い、要介護１又は要支援２のいずれの要介護状態等区分 査判定を行い、要介護１又は要支援２のいずれの要介護状態等区

に該当するかについて、判定を行う。 分に該当するかについて、判定を行う。

要介護認定等基準時間32分以上50未満の申請者は、「認知機能 要介護認定等基準時間32分以上50未満の申請者は、「認知機能

の低下の評価」及び「状態の安定性に関する評価」の結果に基づ の低下の評価」及び「状態の安定性に関する評価」の結果に基づ

き、「要支援２」と「要介護１」のいずれかが一次判定として介 き、「要支援２」と「要介護１」のいずれかが一次判定として介

護認定審査会資料に表示される。 護認定審査会資料に表示される。

表示された結果と、特記事項、主治医意見書の記載を比較検討 表示された結果と、特記事項、主治医意見書の記載を比較検討

し、整合性の確認を行い、必要に応じて変更を行うことができる。 し、整合性の確認を行い、必要に応じて変更を行うことができる。

認知機能の低下、状態の安定性に関する評価を変更する際は、 認知機能の低下、状態の安定性に関する評価を変更する際は、

具体的な理由を、特記事項及び主治医意見書から明らかにし、こ 具体的な理由を、特記事項及び主治医意見書から明らかにし、こ

れを記録する。 れを記録する。

一次判定ソフトでは、過去の全国の判定結果に基づき、認定調 一次判定ソフトでは、過去の全国の判定結果に基づき、認定調

査項目から、「認知機能の低下」及び「状態の安定性」という二 査項目から、「認知機能の低下」及び「状態の安定性」という二

つの要件の蓋然性を推計し、その結果を介護認定審査会資料に掲 つの要件の蓋然性を推計し、その結果を介護認定審査会資料に掲

載している(別紙２―１を参照。)。 載している(別紙２―１を参照。)。

ただし、ここで示される結果は、統計に基づく推計値であるた ただし、ここで示される結果は、統計に基づく推計値であるた
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め、すべての場合で、必ずしも実態と整合するとは限らない。必 め、すべての場合で、必ずしも実態と整合するとは限らない。必

ず認定審査会での議論を通じて、特記事項及び主治医意見書の内 ず認定審査会での議論を通じて、特記事項及び主治医意見書の内

容を吟味の上、「認知機能の低下」「状態の安定性」についての定 容を吟味の上、「認知機能の低下」「状態の安定性」についての定

義に基づき判定を行う。 義に基づき判定を行う。

また、二次判定での変更により、「要介護認定等基準時間が、3 また、二次判定での変更により、「要介護認定等基準時間が、3

2分以上50分未満」に相当すると判断した場合も、介護認定審査会 2分以上50分未満」に相当すると判断した場合も、介護認定審査会

資料の推計値と特記事項、主治医意見書の記載を参照し、「認知 資料の推計値と特記事項、主治医意見書の記載を参照し、「認知

機能の低下」「状態の安定性」の観点から判定を行う。その際、 機能の低下」「状態の安定性」の観点から判定を行う。その際、

一時的に「歩行が不安定」または「精神的に不安定」といった要 一時的に「歩行が不安定」または「精神的に不安定」といった要

素があることのみを理由として認知機能・状態の安定性の評価結 素があることのみを理由として認知機能・状態の安定性の評価結

果の変更を行うことはできず、あくまでも、要介護度の再評価が 果の変更を行うことはできず、あくまでも、要介護度の再評価が

短期間(概ね６か月程度)に必要かどうかという観点から変更を行 短期間(概ね６か月程度)に必要かどうかという観点から変更を行

う。 う。

なお、認定調査員は、認知症に関する医学的知識を必ずしも持 なお、認定調査員は、認知症に関する医学的知識を必ずしも持

ち合わせているとは限らず、また、主治医も患者の自宅での生活 ち合わせているとは限らず、また、主治医も患者の自宅での生活

について限定された情報しか把握していない場合があることから、 について限定された情報しか把握していない場合があることから、

認知症高齢者の日常生活自立度は慎重な吟味が必要である。その 認知症高齢者の日常生活自立度は慎重な吟味が必要である。その

上で介護認定審査会資料に提示された「認知機能の評価結果」及 上で介護認定審査会資料に提示された「認知機能の評価結果」及

び特記事項、主治医意見書の記載内容をもとに、予防給付の利用 び特記事項、主治医意見書の記載内容をもとに、予防給付等の利

の理解が困難かどうか、総合的に判定する必要がある。平成21年 用の理解が困難かどうか、総合的に判定する必要がある。平成21

度の認定調査から、申請者のより詳細な認知症に関する情報を調 年度の認定調査から、申請者のより詳細な認知症に関する情報を

査員から伝えてもらえるように、認知症高齢者の日常生活自立度 調査員から伝えてもらえるように、認知症高齢者の日常生活自立

についても特記事項を記載する欄を設けることとした。こうした 度についても特記事項を記載する欄を設けることとした。こうし

情報についても留意し、審査判定を行う。 た情報についても留意し、審査判定を行う。

状態の維持・改善可能性に係る審査判定に当たっては、別紙４ 状態の維持・改善可能性に係る審査判定に当たっては、別紙４

の「要介護状態等区分の変更等の際に勘案しない事項について」 の「要介護状態等区分の変更等の際に勘案しない事項について」

のⅢによるものとする。 のⅢによるものとする。

状態の維持・改善可能性に係る審査判定において要介護１と判 状態の維持・改善可能性に係る審査判定において要介護１と判

定した場合には、別紙５の「予防給付の適切な利用」が見込まれ 定した場合には、別紙５の「予防給付等の適切な利用」が見込ま

ない状態像について」に示された、いずれの状態像に該当するか れない状態像について」に示された、いずれの状態像に該当する

確定する。 か確定する。

3) 認定審査会が付する意見 3) 認定審査会が付する意見

⑴ 認定の有効期間を定める場合の留意事項 ⑴ 認定の有効期間を定める場合の留意事項

認定審査会が認定の有効期間について意見を述べる場合は、「現 認定審査会が認定の有効期間について意見を述べる場合は、「現

在の状況がどの程度継続するか」との観点から以下の考え方を基 在の状況がどの程度継続するか」との観点から以下の考え方を基
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本に認定の有効期間についての検討を行う。 本に認定の有効期間についての検討を行う。

［認定の有効期間を原則より短く定める場合］ ［認定の有効期間を原則より短く定める場合］

・状態の維持・改善可能性に係る審査判定において要介護１と判 ・状態の維持・改善可能性に係る審査判定において要介護１と判

定した者であって、別紙５に示した「予防給付の適切な利用」 定した者であって、別紙５に示した「予防給付等の適切な利用」

が見込まれない状態像」のうち、「疾病や外傷等により、心身 が見込まれない状態像」のうち、「疾病や外傷等により、心身

の状態が安定していない状態」に該当するとされた者等、身体 の状態が安定していない状態」に該当するとされた者等、身体

上または精神上の生活機能低下の程度が短期間に変動しやすい 上または精神上の生活機能低下の程度が短期間に変動しやすい

状態にあると考えられる場合 状態にあると考えられる場合

・施設から在宅、在宅から施設に変わる等、置かれている環境が ・施設から在宅、在宅から施設に変わる等、置かれている環境が

大きく変化する場合等、審査判定時の状況が変化しうる可能性 大きく変化する場合等、審査判定時の状況が変化しうる可能性

があると考えられる場合 があると考えられる場合

・その他、認定審査会が特に必要と認める場合 ・その他、認定審査会が特に必要と認める場合

［認定の有効期間を原則より長く定める場合］ ［認定の有効期間を原則より長く定める場合］

・身体上または精神上の生活機能低下の程度が安定していると考 ・身体上または精神上の生活機能低下の程度が安定していると考

えられる場合 えられる場合

・同一の施設に長期間入所しており、かつ長期間にわたり要介護 ・同一の施設に長期間入所しており、かつ長期間にわたり要介護

状態等区分に変化がない場合等、審査判定時の状況が、長期間 状態等区分に変化がない場合等、審査判定時の状況が、長期間

にわたって変化しないと考えられる場合(重度の要介護状態にあ にわたって変化しないと考えられる場合(重度の要介護状態にあ

る場合を基本とするが、個々の事例ごとに原則より長期間要介 る場合を基本とするが、個々の事例ごとに原則より長期間要介

護状態が継続すると見込まれる場合を判断する) 護状態が継続すると見込まれる場合を判断する)

・その他、認定審査会が特に必要と認める場合 ・その他、認定審査会が特に必要と認める場合

⑵ (略) ⑵ (略)

4) （略） 4) （略）

(別紙１)～(別紙３) （略） (別紙１)～(別紙３) （略）

(別紙４) (別紙４)

要介護状態等区分の変更等の際に勘案しない事項について 要介護状態等区分の変更等の際に勘案しない事項について

介護認定審査会における審査判定は、要介護認定等基準時間等に基 介護認定審査会における審査判定は、要介護認定等基準時間等に基

づいて設定されている要介護認定基準及び要支援認定基準に照らして づいて設定されている要介護認定基準及び要支援認定基準に照らして

行うものであり、介護の手間に係る審査判定の際の具体的な検討にお 行うものであり、介護の手間に係る審査判定の際の具体的な検討にお

いては、特記事項、主治医意見書の内容に基づき、通常の例に比べて いては、特記事項、主治医意見書の内容に基づき、通常の例に比べて

より長い(短い)時間を介護に要するかどうかの判断に基づいて行うこ より長い(短い)時間を介護に要するかどうかの判断に基づいて行うこ

ととする。 ととする。

また、状態の維持・改善可能性の審査判定の際の具体的な検討にお また、状態の維持・改善可能性の審査判定の際の具体的な検討にお

いては、認定審査会資料に示された認知機能・状態の安定性の評価結 いては、認定審査会資料に示された認知機能・状態の安定性の評価結

果を原案として、特記事項、主治医意見書の内容に基づき、別紙５の 果を原案として、特記事項、主治医意見書の内容に基づき、別紙５の
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「予防給付の適切な利用が見込まれない状態像」を参照して、要介護 「予防給付等の適切な利用が見込まれない状態像」を参照して、要介

一又は要支援二のいずれの要介護状態等区分に該当するかの判断に基 護一又は要支援二のいずれの要介護状態等区分に該当するかの判断に

づいて行うこととする。ただし、以下に掲げる事項を勘案して基本調 基づいて行うこととする。ただし、以下に掲げる事項を勘案して基本

査の調査結果の一部修正や一次判定の結果及び認知機能・状態の安定 調査の調査結果の一部修正や一次判定の結果及び認知機能・状態の安

性の評価結果の変更を行うことはできない。 定性の評価結果の変更を行うことはできない。

なお、別紙６の参考指標を用いて判定結果の妥当性を検証すること なお、別紙６の参考指標を用いて判定結果の妥当性を検証すること

は差し支えない。 は差し支えない。

Ⅰ・Ⅱ （略） Ⅰ・Ⅱ （略）

Ⅲ 状態の維持改善可能性に係る審査判定における認知機能・状態の Ⅲ 状態の維持改善可能性に係る審査判定における認知機能・状態の

安定性の評価結果の変更 安定性の評価結果の変更

以下の事項に基づいて認知機能・状態の安定性の評価結果の変更 以下の事項に基づいて認知機能・状態の安定性の評価結果の変更

を行うことはできない。ただし、特記事項又は主治医意見書の内容 を行うことはできない。ただし、特記事項又は主治医意見書の内容

に基づいて別紙5に示した予防給付の適切な利用が見込まれない状態 に基づいて別紙5に示した予防給付等の適切な利用が見込まれない状

像に該当する、あるいは該当しないと判定した場合には認知機能・ 態像に該当する、あるいは該当しないと判定した場合には認知機能

状態の安定性の評価結果の変更を行うことができる ・状態の安定性の評価結果の変更を行うことができる

１･２ （略） １･２ （略）

３ 状態の維持・改善可能性とは直接的に関係しない事項 ３ 状態の維持・改善可能性とは直接的に関係しない事項

1) （略） 1) （略）

2) 罹患している傷病及び加療の状況 2) 罹患している傷病及び加療の状況

審査対象者の罹患している疾病や外傷の傷病名、あるいは、 審査対象者の罹患している疾病や外傷の傷病名、あるいは、

疾病や外傷の症状の軽重及び症状が不安定であることを理由と 疾病や外傷の症状の軽重及び症状が不安定であることを理由と

して認知機能・状態の安定性の評価結果の変更を行うことはで して認知機能・状態の安定性の評価結果の変更を行うことはで

きない。また、加療の状況や日内変動の有無を理由として認知 きない。また、加療の状況や日内変動の有無を理由として認知

機能・状態の安定性の評価結果の変更を行うことはできない。 機能・状態の安定性の評価結果の変更を行うことはできない。

ただし、認知機能・状態の安定性の評価結果にて予防給付に相 ただし、認知機能・状態の安定性の評価結果にて予防給付等に

当するとされた審査対象者について、特記事項又は主治医意見 相当するとされた審査対象者について、特記事項又は主治医意

書に記載されている内容に基づき、傷病や外傷により短期間で 見書に記載されている内容に基づき、傷病や外傷により短期間

心身の状態が変化することが予想され、それに伴い要介護度の で心身の状態が変化することが予想され、それに伴い要介護度

変化も短期間で生ずる恐れが高く、短期間(概ね六か月程度)で の変化も短期間で生ずる恐れが高く、短期間(概ね六か月程度)

の要介護状態の再評価が必要と判断される場合は変更を行うこ での要介護状態の再評価が必要と判断される場合は変更を行う

とができる。 ことができる。

3)･4) （略） 3)･4) （略）

４･５ （略） ４･５ （略）

(別紙５) (別紙５)

予防給付の適切な利用が見込まれない状態像について 予防給付等の適切な利用が見込まれない状態像について
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介護認定審査会における状態の維持・改善可能性の審査判定におい 介護認定審査会における状態の維持・改善可能性の審査判定におい

て、予防給付の適切な利用が見込まれない状態像は、以下のとおりと て、予防給付等の適切な利用が見込まれない状態像は、以下のとおり

する。 とする。

① （略） ① （略）

② 認知機能や思考・感情等の障害により、十分な説明を行ってもな ② 認知機能や思考・感情等の障害により、十分な説明を行ってもな

お、予防給付の利用に係る適切な理解が困難である状態 お、予防給付等の利用に係る適切な理解が困難である状態

○ 「認知症高齢者の日常生活自立度」が概ねⅡ以上の者であって、 ○ 「認知症高齢者の日常生活自立度」が概ねⅡ以上の者であって、

一定以上の介護が必要な程度の認知症があるもの。 一定以上の介護が必要な程度の認知症があるもの。

○ その他の精神神経疾患の症状の程度や病態により、予防給付の ○ その他の精神神経疾患の症状の程度や病態により、予防給付等

利用に係る適切な理解が困難であると認められるもの の利用に係る適切な理解が困難であると認められるもの

・アルツハイマー病や血管性認知症といった病名のみから判断す ・アルツハイマー病や血管性認知症といった病名のみから判断す

るものではなく、特記事項、主治医意見書の記載内容から「認 るものではなく、特記事項、主治医意見書の記載内容から「認

知症高齢者の日常生活自立度」が概ねⅡ以上である状態が該当 知症高齢者の日常生活自立度」が概ねⅡ以上である状態が該当

する。 する。

・特定の基本調査項目の結果のみに着目し、その結果をもって当 ・特定の基本調査項目の結果のみに着目し、その結果をもって当

該状態に該当するものではない。 該状態に該当するものではない。

・認知症症状が一時的に現れている場合であっても、特記事項、 ・認知症症状が一時的に現れている場合であっても、特記事項、

主治医意見書の記載内容などから、適切な医学的管理により認 主治医意見書の記載内容などから、適切な医学的管理により認

知機能が改善すると判断される場合には、その状態に基づいて 知機能が改善すると判断される場合には、その状態に基づいて

判定する。 判定する。

(別紙６) （略） (別紙６) （略）
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